
機密性2

基発 0327第 31号

平成 27年 3月 27日

都道府県労働局長殿

厚生労働省労働基準局長

（公印省略）

労働基準局報告例規の一部改正について

標記について、行政効果を的確に把握できるよう、下記のとおり改正を行い、

平成27年4月1日より適用することとしたので、その取扱いについて遺漏なき

を期されたい。

記

1 「労働基準局報告例規一覧Jの改正

「労働基準局報告例規一覧」の一部を次のように改める。

( 1）「5.労災管理課関係」を次のように改める。

「（1）定期報告Jの「管 101」及び「管403」の欄を削り、「管402」の

欄を繰り上げる。

( 2）「6.補償課関係」を次のように改める。

「（1）定期報告」の「補405Jの項「報告期日」の欄中「7月末日」を

「8月20日（システムによる）」に改める。

2 「安衛407 計画の届出審査結呆報告（その一）」の廃止等

( 1 ）「安衛407 計画の届出審査結果報告（そのー）」を削る。

( 2）「安衛407 記載要領」を別紙1のとおり改める。

( 3）「安衛407（その三）の（1）記載要領」の文中「労働安全衛生法第四条

第4項」を「労働安全衛生法第88条第3項Jと改める。

( 4）「安衛407 計画の届出審査結果報告 システム報告要領」を別紙2の

とおり改める。

3 「管 101Jの廃止

「管 101 保険給付費等経理状況速報」を削る。
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4 「管403Jの廃止

「管403 検査報告書掲記事項是正処理状況報告」を削る。

5 「補405Jの改正

「補405 記載要領」を別紙3のとおり改める。

6 「賃403 最低賃金適用除外許可人員等調 システム報告要領」の改正

「賃 403 最低賃金適用除外許可人員等調 システム報告要領」を別紙

4のとおり改める。



【別紙 1l 

安衛40 7 記載要領

1. （その二）は、本様式中の「機械等」の欄に掲げる機械等に関する労働衛生法第88条第 l項

に基づく届出の審査結果について記入すること。

2. （その三）は、労働安全衛生法第88条第 3項に基づく届出の審査結果について記入すること。

3. 措置数欄は、昭和48年 8月22日付基発第489号による行政措置を行った数を記入すること。

4. 「実地調査数J欄は、問一事案について 2回以上実地調査を行った場合にも 1件として計上

すること。

5. 「措置状況」欄は、同一事案について 2以上の措置をとった場合には、それぞれの欄に l件

として計上すること。

6. 労働安全衛生規則様式第20号の4（以下「様式第20号のむという。）の下表の番号1に関す

る機械等（労働安全衛生法施行令第24条に定める事業場における建築物等）の設置等の状況を

［ ］内に外数で記入すること。

※ （そのー）は、労働安全衛生法の一部を改Eする法律（平成26年法律第82号）施行前の労働安

全衛生法第88条第 1項に基づく届出のうち、本報告の（その二）の「機械等」のみに係る届出

以外の届出の審査結果について記入したものである。

（そのこ）の（1)

1. 建設業に係る軌道装置、架設通路及び足場については、 （ ）内に内数で記入すること。

2. 労働安全衛生法第38条第2項に基づく「特定機械等j の落成検査及び変更検査については、

実地調査に含めないこと。

3. 様式第20号の4により報告された機械等の設置等の状況を様式第20号の4の下表の番号ごとに

該当する欄中の［ ］内に外数で記入すること。

（その二）の（2)

1. 様式第20号の4により報告された機械等の設置等の状況を様式第20号の4の下表の番号ごとに

該当する欄中の［ ］内に外数で記入すること。





［別紙2]

安衛407 計画の届出審査結果報告 システム報告要領

I 操作手JI慎

1 操作の開始
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2 報告の集計・作成

（！）職員ポータノレから、［業務メニューポー

トレット］ ［基準］ ［事業場リス

ト・統計・報告］ ［報告例規（定期
報告）］を選択する。

(!) ［定期報告ー検索／一覧］画面が表示
される。
※［局署］には自局署（本省の場合は空

白）が表示されるロ
(2) ［定期報告検索／一覧］画面で［新

規作成］ボタンをクリックする。

(3) ［定期報告一作成］画面が表示される。
※［局署］には自局署（本省の場合は空

白）が表示される。
(4) ［報告例規］コンボボックスから「安

全課関係J、［報告帳票］コンボボック
スから該当する帳票名を選択する。
(5) ［選択］ボタンをクリックする。

※ ［報告帳票］コンボボックスの選択内
容により、「2.I」～「2目白へ処理が継

続される。



2. 1 「計画の届出審査結果報告（その二）の（1）」の作成

（！）定期報告画面が表示される。
※本画面の表示については、「2報告の
集計・作成」を参照。

(2）署計作成の場合

①［集計］ボタンをクリックする。

②計画の届出審査結果情報管理機能を
使用している場合のみ、各項目に集

計結果が自動表示される。
※問機能については「E留意事項」
の「2報告¢集計・作成Jを参照。
③必要に応じて画面内の各項目に入力

を行う。
(3）局計、全国計作成の場合

①［実績集計］ボタンをクロックする。

②集計結呆が表示される。
③必要に応じて画面内の各項目の入力、

訂正を行う。
※全国計作成の場合は、【備考］のみ

入力することができる。
(4) 【登録］ボタンをクリックする。

(5) ［終了］ボタンをクリックして操作を
終了する。



2.2 「計画の届出審査結果報告（そのニ）の（2）」の作成

(1）定期報告画面が表示される。

※本画面の表示については、「2報告の

集計・作成」を参照。
(2）署計作成の場合

①〔集計］ボタンをクリックする。
②計画の届出審査結果情報管理機能を

使用している場合のみ、各項目に集

計結果が自動表示される。

※問機能については「H留意事項」
の「2報告の集計・作成」を参照。

③必要に応じて画面内の各項目に入力
を行う。

(3）局計、全国計作成の場合

①［実績集計］ボタンをクリックする。
~集計結果が表示される。
③必要に応じて画面内の各項目の入力、
訂正を行う。

※全国計作成の場合は、〔備考］のみ

入力することができる。
(4) ［登録］ボタンをクリックする。
(5) ［終了］ボタンをクリックして操作を

終了する。

2.3 「計画の届出審査結果報告（その三）の（1)」の作成

蕊歪

(1）定期報告画面が表示される。

※本画面の表示については、「2報告の

集計・作成」を参照。
(2）署計作成の場合は［集計］ボタンを、

局計作成の場合は［実績集計］ボタン

をクリックする。
※（その三）の（！）に限り、署において
は、【集計］ボタンをクリックする前

に、必ず計画の届出審査結果情報管

理機能を活用して、集計に必要な情
報を登録しておく必要がある。問機

能を活用した新規登録、参照、更新、

削除については、「別紙1 計画の届
出審査結果情報管理機能を活用した

登録等」を参照すること。
(3）集計結果が表示される。

(4）局計作成の場合のみ、必要に応じて一

覧情報の追加・削除、等を行う。
※一覧情報の追加、削除については

「2.3. 1」「2.3. 2Jを参照。

(5) 〔登録］ボタンをクリックする。
(6) 【終了］ボタンをクリックして操作を

終了する。



2. 3. 1 一覧情報の追加
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2.3.2 一覧情報の削除

戸工m

（その三）の（1）ー追加］画面が表示さ

れる。
(3）必要な項目を入力し、［追加］ボタンを

クリックする。
(4) ［安衛 407 計画の届出審査情呆報告

（その三）の（1)J画面の一覧上に追加
される。

※［終了］ボタンをクロックするまで

最大 100件連続で情報を追加するこ
とができる。

※ 局による一覧情報の追加であり、署に
おいては「別紙 1 計画の届出審査結

果情報管理機能を活用した登録等Jを
参照のこと。

雪（1）定期報告画面の一覧で削除したい情報
を選択する。

つ（2）メニューパーから［データ］ ［削除］

！ を選択する。
(3）確認メッセージで［はし、］を選択する。
(4) ［安衛 407 計画の届出審査結果報告

（その三）の（1)J画面の一覧から削除
される。

局による一覧情報の削除であり、署に
おいては「別紙 l 計画の届出審査結

果情報管理機能を活用した登録等Jを
参照のこと。



2.4 「計画の届出審査結果報告（その三）の（2）」の作成
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3 報告の更新

（！）定期報告画面が表示される。

※本画面の表示については、「2報告の

作成」を参照。
(2）署計作成の場合

①［集計］ボタンをクリックする。

②計画の届出審査結果情報管理機能を

使用している場合のみ、各項目に集
計結果が自動表示される。

※同機能については「E留意事項」
の「2報告の集計・作成」を参照。

③必要に応じて画面内の各項目に入力
を行う。

(3）局計、全国計作成の場合

①［実績集計］ボタンをクリックする。
②集計結果が表示される。

③必要に応じて画面内の各項目の入力、

訂正を行う。
※全国計作成の場合は、［備考］のみ
入力することができる。

(4) ［登録］ボタンをクリックする。
(5) ［終了］ボタンをクリックして操作を

終了する。

（！）定期報告画面を表示する。

※定期報告画面の表示方法は「5報告の
検索Jを参鳳

(2) ［更新］ボタンをクリックする。
(3) （その三）の（！）以外の場合は、画面内

の各項目の訂正等を行う。（その三）の

（！）の場合、暑においては別紙lの要領

で新規登録、更新等を行った後、再集
計（［集計］ボタンのクリック）を行い、
局においては「2.3. I」及び「2.3. 2J 

の要領で一覧の追加、削除を行う。
(4) ［登録］ボタンをクリックする。

※ 報告済みの情報は、上位機関の報告取

消がないと更新できない。
※ 全国計確定後は更新できない。



4 報告の実施

5 報告の検索

6 報告の取消

（！）定期報告画面を表示する。
※定期報告画面の表示方法は「5報告

の検索」を参照。
(2）報告内容に不備がないことを確認する。

(3) ［報告］ボタンをクリックする。
(4）暑の場合は自局、局の場合は本省へ事

務連絡が送信される。

※ 報告の検索の際、［定期報告ー検索／ー
覧］画面の一覧に報告年月日が表示さ

れるようになる。

(1) ［定期報告検索／一覧］画面を表示

する。
(2）検索したい［報告年度（年）］［局署］を
選択する。

(3) 〔報告例規］コンボボックスから「安
全課関係」、［報告帳票］コンボボック
スから該当する帳票名を選択する。
(4) ［検索］ボタンをクリックする。
(5）画面下部の一覧に検索結呆が表示され
る。

(6）一覧上の検索結果を選択し、［選択］ボ

タンをクりックする巴
(7）該当する定期報告画面が表示される。

(1) ［定期報告検索／一覧］画面で報告

済みの定期報告を検索する。

※定期報告の検索方法は「5報告の検索」

を参照。
(2）一覧土の検索結呆を選択し、［報告取消］

ボタンをクリックする。
(3）一覧の［報告年月日］の表示が消去さ

れる。併せて、局で取消を実施した場

合は当該署へ、本省で取消を実施した
場合は当該局へ事務連絡が送信される。

※ f全国言十確定］に「OJが表示されて
いる報告については、報告の取消を行

うことはできない。



7 全国計の確定（本省のみ）
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(!) ［定期報告ー検索／一覧］画面で報告
済みの定期報告を検索する。

※定期報告の検索方法は「5報告の検索」

を参照。
(2）一覧上の全国計を選択する。

(3）メニューパーの［データ］ー［全国計確

定］を選択する。

(4）一覧上の［全国計確定］に「O」が表
示される。

※安衛 407における全ての帳票の全国

計が一括で確定され、併せて各局署

の局計、署計も確定する。



II 留意事項

1 基本的な作業の流れ

－署一局一本省聞における基本的な作業の流れを下図に示す。

帳票名 欄畿騒灘欝盤整護灘→欄欝離麟欄欄→議翻臨議機機撃Ill察
官十画の届出審査結果報 署計の 、局への、 局計の 一本省へ 全国計の→
告（その二）の（1) 集計・作成 報告 集計・作成 の報告 集計・作成

計画の届出審査倍果報 署計の → 馬への → 局計の → 本省へ → 全国計の
告（そのニ）の（2) 集計・作成 報告 集計・作成 の報告 集計・作成

計画の届出審査倍果報 暑計の 一 局への J 局計の →本省へ
告（その三）の（1) 集計・作成 報告 υ 集計・作成 の報告

計画の届出審査結果報 署計の → 局への → 局計の → 本省へ→ 全国計の → 
告（その三）の（2) 集計・作成 報告 集計作成 の報告 集計・作成

ム

2 報告の集計・作成

・署におし、て議言十］ボタンを押下すると、計画の届出審査結呆情報管理機能から集計した結果が画

面内の該当箇所に表示される。

※署計の作成に当たり、事前に労働基準行政システムの計画の届出審郵操I静E管理機能を
使用して申請情報等を登録しておくと、報告時に鴎計］ボタンを押下することで、登録情報を

基に署計の朝陪帳票が自動的に作戒される。

（同機能については、後述の「安衛407 計画の届出審査結果報告 システム報告要領

（作成支援機能）Jを参照。）

・局での局計、本省、での全国計の集計・作成において、配下箸または各局の［備考］の文字は引き継

がれないので、必要に応じて新たに入力すること。

・局＜：＇＇の局計の集計・作成の前に、［定期報告ー検索／一覧］画面から報告の検索を行い、

配下署からの報告の有無及び報告年月日を確認することができる。 ※後述の「5報告の

検索J 「②局の場合」を参照。

・局において、捜績集剖ボタンを押下した後、手入力により数値を修正した場合、再度［新実集計］

ボタンを押下すると、修正前の数値に戻ってしまうので注意すること。

・本省での全国計の集計・作成は、 47局全ての報告が揃わないと行うことができないの

で、［定期報告検索／一覧］画面から報告の検索を行い、報告既済／未済の局及び報告

年月日を把握すること。 ※後述の「5報告の検索」 「③本省の場合」を参，照。

(1）計画の届出審査結果報告（そのー）

－岡面上の項目の入力最大文手数を下表に示す。

(2）計画の届出審査結果報告（その二）の（1)

・ボイラ一、第一種圧力容器、クレーン、移動式クレーン、デリッ夕、エレベーター、建設用リフト、

ゴンドラに関する値については特定機械等管理システムにおける集計結果が表示（1月末日の集

計実施後に表示）されるため、手入力することはできな川



・画面上の項目の入力最大文手数を下表に示す。
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備考 ｜ 全角 I i 4 

(3）計画の届出審査結果報告（そのこ）の（2)

・画面上¢項目の入力最大文手数を下表に示す。

I •.•ノJ 須自治州ぶ滋；間三去しょ｜（；往角〆半魚［与さE字数d
｜備考 ｜ 全角 I 60 I 

(4）計画の届出審査結果報告（その三）の（1)

・署においては必ず計画の届出審査結尉育報管官級制こより登録等を行うこと。また、局において、

配下署¢登録等を行う場合は、「I操作手順］の「2.3. lJ及び「2.3.2」により登録等を行うこと0

・［安衛407 計画の届出審査結果報告（その三）の（1）一追加］ダイアログにおいて、［管轄

局署］ ［＇.受付番号］［受付年月日］日請事業場店有名］［工事宅］と［仕事め範囲のいずれか 1つ

出必ず入力する。

・［安衛 407 計画の届出審査結果報告（その三）の（1）ー追加］ダイアログの各項目の入力

最大文字敬を下表に示す。

5塗差益盟
全角

全角

全角

全角

h；亙亙
日尚一お一

ω一
ω

・［安衛407 計画の届出審査結果報告（その三）の（1)J画面の［局署登録回刊には、署での

登録情報は「署J、局での追加登録情報は「局」と表示される。

・［局署登録区分］が「署Jの情報は計画の届出審査結尉情報管理機能により暑でのみ肖除すること

ができる。

. ［局署登録区分］が「局Jの情報は局でのみ削除することができる。

(5）計画の届出審査結果報告（その三）の（2)

－画面上の項目の入力最大文手数を下表に示す。
仇れL、？ 叫四門•b溺？一川乳九川メ泌·•

全角 I is 7 

3 報告の更新

・計画の届出審盃結呆情報管理機能を使用している署において、当該報告の情報を登録した後、報告

前に登録情報を更新した場合は、当該報告におし、ても更新（［集言日ボタンの押下）を行い、登録

情報と当該報告の内容を一致させること。

・局において、［実績集言刊ボタンを押下した後、手入力により数値を修正した場合、再度［実績集計］

ボタンを押下すると、｛多E前の数値に戻ってしまうので注意すること。

・局において登録した（その三）の（1）の一覧情報の彦Eはできないため、修Eの必要がある場合は

当該情報を一覧から削院議、再度新施皇加すること。



4 報告の実施

・安衛407o:;全ての報告俣粟が登録されていない場合は、報告を実施することはできない。

・［報告］ボタンを押下すると、通達・事務連絡情報管理システムにより、報告を行った旨の事務連

絡が、署からは局の安全衛生主務課、局からは本省の安全衛生部に自動送信される。

5 報告の検索

・本省での全国計確定後の局計、署計の検索結果は、［全国計確定］に「O」が表示される。

・（その三）の（1）については全国計がないが、その他の帳票の全国計確定に合わせ、局言十、

署言十が確定する。

－【定期報告ー検索／一覧］画面における［局署］コンボボックスの選択方法によって、参照できる

帳票の内容が異なる。

①署の場合

自署を溺尺→自署計が参照可※他署計は参照不可

自局のみを選択→参照不可

局暑とも空欄→参照不可

②局の場合

自局の配下暑を選択→当該署計が参照可 ※他局配下署の署計は参照不可

自局のみを濁宍→自局計、配下署の署計が参照可※他局計、他局配下暑の署計は参照不可

局署とも空欄→参照不可

＠本：省の場合

参照する局署を選択→（その三）の（1）については当該署計が参照可能

→（その三）の（1）以外については参照不可

参照する局のみを選択→当該局計が参照可

局暑とも空梼→全国社 47局の局計が参照可

6 報告の取消

・報告済みの局計については、配下署からの訂正依頼等があった場合、本省て報告取消がなされない

限り、局から配下暑に対する報告取消ができず、局計の訂正ができないため、局の担当者から本省

の担当課室に電話等で報告取消¢依頼を行うこと。

・本省における全国計の集計・作成後、局から報告取消の依頼を受けて報告取消を行った場合、登録

済みの全国計は削除されるので、当該局からの再報告後、本省において再度全国計を集計すること0

・［報告取消］ボタンを押下すると、通達・事手新車絡情報管理システムにより、報告取消を行った旨

の事務連絡が、本省からは局の安全衛生主務課、局からは当該署に自動送信される。

7 全国計の確定（本省のみ）

・メニューパーの［データ］から［全国計確定］をi弱夫して全国計を確定すると、以後の修Eはでき

ないので注意すること。

・（そのー）（その二）など複数帳粟で構成される報告については、［全国計確定］を選択す



ると、報告単位（複数帳票は一括）で確定するため、他の帳票の内容を十分確認した上で、

［全国計確定］を選択すること。



(5) 

別紙1 計画の届出審査結果情報管理機能を活用した登録等

暑における安衛40 7 （その三〉の（1）作成のために、［計画の届出審査結果情報登録］画

面を表示し、必要な項目を入力する。

※その他、詳細な操作方法については、後述の「安衛407 計画の届出審査結果報告 シス

テム報告要領｛作成支援機能）」を参照。

1 新規登録

本縫場附句

取'l.l'1祢.関側

官会怖住関>m欄

労僻し勺嘗検移

もす＂＇俊輔

)1>j弔

貸家

.，提唱リコト緑設ト総諸

】道虚血注息盤盤立Z

’σれ就主＇

砂陸宮詮生三盗盟盗塁塁盗塁盛

氾＂＇盟三民組蹴型銀

陸丘起草＂＂島＂.，・
悶包主＂＇ヨ~穏
＂＂胞を l呈＂＇己主砲宜主

;S 校定患【.盆llL~t!.'1濯理

宅冨亙謹謹呈コ (I)
'" ' 
ゐ臼

'" 
~ 

L•,… 一…，，＇…… －＜~－－－－·－· ｝込づ

, .. 
：こコ

(1）職員ポータノレから、［業務メニューポー
トレット］ー［基準］ー［安全衛生関
連情報］ー［計画の届出審査結呆情報

管理］を選択する。

(2) 〔計画の届出審査結呆情報管理ーメニ
ュー］画面が表示される。

(3) f登録］ボタンをクリックする。

(4) ［計画の届出審査結果情報ー登録］酉
面が表示される。

(5）画面上部の共通項目と［事業場情報］

タブにおいて以下の項目を入力する。
－受付年月日

・届出の種類（審査の対象物ノ対象
機械ノ建設物）
－事業場名（漢字）
．所在地

・元請事業場店社名
．工事名



(7) 

(6) ［届出情報］タブにおいて以下の項目

を入力寸る。
・仕事の範囲

(7) ［審査結果情報］タブにおいて以下の

項目を入力する。
・実地調査年月日
．措置状況

・局審査
・備考

(8) ［登録］ボタンをクリックする。

(9) ［事業場名（漢字）］を検索条件として
［事業場基本情報一覧］画面が表示

される。

(10）必要に応じ、各項目に検索条件を入力
し、［検索］ボタンをクリックする。

※「事業揚名（カナ）」、「事業場名（漢字）J 

は、項目右部のプノレダウンより「前方一

致」または「部分一致Jを選択すること
により、各項目について先頭から一致す

るか、もしくは入力内容の一部分が一致

する事業場が検索される。

(11）事業場基本情報と関連付けて計画の届
出に関する情報を登録する場合は、関

連付けたい事業場基本情報を選択し、
［選択］ボタンをクリックする。

(12）事業場基本情報と関連付けを行わずに
登録する場合は［非選択登録］ボタン

をクリックする。



(14) ［計画の届出審査結果情報登録］画

面が表示される。



2 参照

3 更新

4 削除

(1) ［計画の届出審査結果情報ー検索］画

面を表示する。
(2）必要に応じ、各項目に検索条件を入力
する。

(3) f検索］ボタンをクリックする。
(4) ［計画の届出審査結果情報一一覧］画
面に検索結果が表示される。

(5）一覧から参照したい情報を選択し、［選

択］ボタンをクリックする。

※署の場合は自署の情報のみ参照可能。

※局の場合は自局配下の署で、かっ局審査

が「有Jの情報のみ参照可能。

(!) ［計画の届出審査結果情報ー登録］函
面を表示する。
(2) ［更新］ボタンをクリックする。
(3）商面上の項目を修正する。

(4) ［登録］ボタンをクリックする。

(!) ［計画の届出審査結果情報ー登録］画
面を表示する。
(2）メニューハーの［データ］ー［削除］

を選択する。

(3）削除確認のメッセージで［はい］ボタ

ンをクリックする。
(4）当該情報が削除される。



(1) ［計画の届出審査結果情報一一覧］函

面を表示する。
(2) ［関連付け］ボタンをクリックする。

事業場基本情報との関連付け5 

(3) ［事業場基本情報一一覧］画面が表示

される。
(4）必要に応じ、各項目に検索条件を入力

し、［検索］ボタンをクリックする。

、、

※「事業場名（カナ）J、「事業場名（漢字）」
は、項目右部のプノレダウンより「前方一

致Jまたは「部分一致」を選択すること
により、各項目について先頭から一致す

るか、もしくは入力内容の一部分が一致
する事業場が検索される。

(5）関連付けたい事業場基本情報を選択し、

［選択］ボタンをクリックする。

(2) 

(6) ［計画の届出審査結呆情報一覧］が

表示される。

）
 
4
 
（
 

(5) 

盟主



6 事業場基本情報との関連付けの解除

縛伶.. 

漣豆沼む溢自（直面十一…宜主

(1) ［計画の届出審査結果情報一覧］画
面を表示する。

(2）メニューパーの［データ］ー［関連付
け解除］を選択する。

(3）関連付け解除の確認メッセージが表示

される。
(4) ［はしっボタンをクリックする。

(5）事業基本情報との関連付けが解除され

る。





[ 5Jlj紙3]

補405 記載要領

1 報告は、下記2の（5) 「加入時健康診断実施状況」を除き 3月末現在の状況を計上するものであるこ

と。

2 特別加入者たる地位を有する者の数を特別加入システムに登録されている情報から以下の項目につい

て自動集計する（ただし、（3）のウの「職場適応訓練従事者J及び「事業主団体等委託訓練従事者」を除

く。）ものであるごとから、自動集計された数値については、 「3 確認に当たって使用する主な原票」

等により特別加入システムへの入力漏れ等がないことを確認すること。

(1) 「中小事業主等の特別加入状況」

ア 「事業主数」は、法第33条第1号の規定による常時300人（金献業、保険業、不動産業又は小売

業にあっては50人、卸売業又はサービス業にあっては100人）以下の労働者を使用する事業主で、

労働保険事務組合に労働保険事務の処理を委託し、特別加入を認められた事業主の数が業種別に計

上されるべきものであること。

イ 「家族従事者数」は、上記（1）の事業主の事業に従事する家族従事者等の数が業種別に計上され

るべきものであること。なお、事業主が法人である場合にあっては、代表者以外の役員の加入者が

含まれる。

ウ 「98卸売業・小売業、飲食店文は宿泊業」のうち「9801（医薬品配置販売業）」欄には、卸売・

小売業のうち医薬品配置販売業に該当する事業主及び家族従事者の数が内数で計上されるべきも

のであること。

(2) 「一人親方等の特別加入状況」

ア 「団体数Jは、法第33条第3号に掲げる者の団体であって、労災保険の適用を受けることにつき

承認のあった団体の数が則第46条の17に規定する事業の種類別に計上されるべきものであること。

イ 「加入者数」は、法第33条第3号及び第4号に掲げる者であって、特別加入を認められた一人親

方等の数が貝lj第46条の17に規定する事業の種類別に計上されるべきものであること。

(3) 「特定作業従事者の特別加入状況」

ア 「団体数」は、法第33条第5号に掲げる者の団体であって、労災保険の適用を受けることにつき

承認のあった団体の数が則第46条の18に規定する作業の種類別に計上されるべきものであること。

イ 「加入者数」は、法第33条第5号に掲げる者であって、特別加入を認められた特定作業従事者の

数が則第46条の18に規定する作業の種類別に計上されるべきものであること。

ウ 「職場適応訓練従事者」及び「事業主団体等委託訓練従事者Jについては、特別加入に関する変

更届が提出されないため、自動集計ができないことから、個別に確認し該当欄に記入すること。

(4) 「海外派遣者の特別加入状況」

ア 「事業場数」は、法第33条第6号及び第7号に掲げる団体、事業場であって、労災保険の適用を

受けることにつき承認、のあった団体数及び派遣元事業揚数が計上されるべきものであること。

イ 「加入者数」は、法第33条第6号及び第7号に掲げる者であって、特別加入を認められた海外派



遣者の数が計上されるべきものであること。

ウ 「技術協力（J I C A等） 」は、法第33条第6号に規定する団体（JIC A等の技術協力の実施

の事業を行う団体）の数及び当該団体から派遣されている者の数が計上されるべきものであること

（なお、法第33条第7号に掲げる事業場から派遣される者については、従事する業務の内容が技術

指導であっても、当該項目に含めないこと。）。

(5) 「加入時健康診断実施状況」

ア 特別加入を希望する中小事業主等、 人親方等及び特定作業従事者のうち加入時健康診断が必要

な者（以下「加入時健診対象者」という。） に対し、当該年度において実施する健康診断の種類

ごとの受診者の累計人数が計上されるべきものであること。

イ 記入に当たっては、加入時健診対象者ごとに作成される「特別加入時健康診断実施依頼書（特診

様式第6号）」に基づき受診者の累計人数が計上されるべきものであること。

3 確認、に当たって使用する主な原票

特別加入申請書、特別加入に関する変更届、特別加入脱退申請書、特別加入時健康診断実施依頼書、

第3種特別加入保険料申告内訳及び第3種特別加入保険料申告内訳名簿

4 システムによる報告

システムによる報告については、 「労災保険業務機械処理事務手引 報告例規（労災） Jによるこ

と。

6 11 



[lllj紙4]

賃403 最低賃金減額特例許可人員等調 システム報告要領

I 操作手順

操縦隅鵬→鵬融問→時職務→錦繍躍麟錦織
作

~ →鱗髄盤離
れ

1 操作の開始

然号務ゑ＂＂

・明包…. 
~＇＇＂＂＂＇＂ 
間欠酬匂

料開

》臼三本総＂

L謹蓋軍司
予＂池

’l.!:! !-!] 

..冶リス＇＂＂御告 弘治

史認蕊属議飯沼＂＇

駒山 沼

＂一一一一……一一一一一
2 報告の集計・作成

一… 日行

い.）
金色並立面温室量三雨量

F雨司面否子頭市守毒事

（！）職員ポータノレから、［業務メニューポー

トレット］ー［基準］ー［事業場リス
ト・統計・報告］ ［報告例規（定期

報告）］を選択する。

(!) ［定期報告ー検索／一覧］画面が表示
される。
※［局署］には自局署（本省の場合は空
白）が表示される。

(2) ［定期報告ー検索／一覧］画面で［新
規作成］ボタンをクリックする。

(3) ［定期報告一作成］画面が表示される。
※［局署］には自局署（本省の場合は空

白）が表示される。
(4) ［報告例規］コンボボックスから「労

働条件政策課関係」、［報告帳票］コン

ボボックスから「賃403 最低賃金

減額特例許可人員等調」を選択する。
(5) ［選択］ボタンをクリックする。



3 報告の更新

4 報告の実施

(6）定期報告画面が表示される。
(7）署計作成の場合

①［集計］ボタンをクリックする。

②最低賃金減額特例許可情報管理機能
により、各項目に集計結果が自動表

示される。
※問機能については「E留意事項」
の「2報告の集計・作成Jを参照。
③必要に応じて画面内の各項目に入力
を行う。

(8）局計、全国計作成の場合

①［実績集計］ボタンをクリックする0
（？集計結果が表示される。

③必要に応じて函面内の各項目の入力、

訂正を行う。
※全国計作成の場合は、［備考］の自

由入力欄のみ入力することができ

る。
(9) ［登録］ボタンをクリックする。

（！）定期報告画面を表示する。
※定期報告画面の表示方法は「5報告の
検索」を参照。

(2) ［更新］ボタンをクリックする。
(3）画面内の各項目の訂正等を行い、［登
録］ボタンをクリックする。

※ 報告済みの情報は、上位機関の報告取
消がないと更新できない。

※ 全国計確定後は更新できない。

（！）定期報告画面を表示する。
※定期報告函面の表示方法は「5報告

の検索」を参照。

(2）報告内容に不備がないことを確認する。
(3) ［報告］ボタンをクリックする。

(4）暑の場合は自局、局の場合は本省へ事

務連絡が送信される。

※ 報告の検索の際、［定期報告ー検索／ー
覧］画面の一覧に報告年月日が表示さ

れるようになる。



5 報告の検索

L回目ムム
6 報告の取消

，，弓面つ画夢~可市

7 全国計の確定（本省のみ）

(1) ［定期報告ー検索／一覧］画面を表示
する。
(2）検索したい［報告年度（年）］［局署］を

選択する。
(3) ［報告例規］コンボボックスから「労

働条件政策課関係」、［報告帳票］コン

ボボックスから「賃403 最低賃金

減額特例許可人員等調」を選択する。
(4) ［検索］ボタンをクリックする。

(5）画面下部の一覧に検索結果が表示され
る。

(6）一覧上の検索結果を選択し、［選択］ボ

タンをクリックする。
(7）該当する定期報告画面が表示される。

(1) ［定期報告ー検索／一覧］画面で報告
済みの定期報告を検索する。

※定期報告の検索方法は「5報告の検
索」を参照。

(2）一覧上の検索結果を選択し、［報告取

消］ボタンをクリックする。
(3）一覧の［報告年月日］の表示が消去さ

れる。併せて、局で取消を実施した場
合は当該署へ、本省で取消を実施した

場合は当該局へ事務連絡が送信される。

※ ［全国計確定］に「OJが表示されて
いる報告については、報告の取消を行

うことはできない。

(1) ［定期報告ー検索／一覧］画面で報告
済みの定期報告を検索する。

※定期報告の検索方法は「5報告の検
索」を参照。

(2）一覧上の全国計を選択する。

(3）メニューパーの［データ］ー【全国計確

定］を選択する。
(4）一覧上の［全国計確定］に「OJが表
示される。

※全国計の確定に併せ、各局暑の局計、

署計も確定する。

※ 本操作を行うことにより、局で全国計、

署で自局計、全国計の参照が可能とな
る。



II 留意事項

1 基本的な作業の流れ

－署一局 本省聞における基本的な作業の流れを下図に示す。

帳票名 欄欝機騒側騒翻→欄機縁編総裁機議選3→畿鶴岡麟欄翻懇
最低賃金減額特例許署計の 局への 局計の 本省へ 全国計の 全国計の
可人員等調 集計・作成 ’ 報告 ’集計・作成 ’の報告 ’集計・作成 ’ 確定

2 報告の集計・作成

・署において深計］ボタンを押下すると、労働基樹7政システムの最低賃金減額特例許可情報管理

機能から集計したj結果が商面内の該当箇所に表示される。

※箸計の作成に当たり、事前に労働基精子政システムの最低賃金減額特例許可↑静R管理機能を

使用して申請備陣を登録しておくと、報告時にじ集計］ボタンを押下することで、登録情報を

基に署計の報制廃雲が自動的に作成される。

・画面上の項目の入力最大文手数を下表に示す。

半角

全角

・局での局計の集計・作成の前に、［定期報告 検索／一覧］画面から報告の検索を行い、

配下暑からの報告の有無及び報告年月日を確認することができる。 ※後述の l「5報告の

検索」 「②局の場合」を参照。

・局において、［実績集計］ボタンを押下した後、手入力により数値を修正した場合、再度［実績集言日

ボタンを押下すると、修E前の数値に戻ってしまうので注意すること。

－局での局計、本省での全国計の集計・作成において、配下署または各局の［備考］の自由入力欄の

文字は引き継がれないので、必要に応じて新たに入力すること。

・本省での全国言十の集計・作成は、 47局全ての報告が揃わないと行うことができないの

で、［定期報告ー検索／一覧］画面から報告の検索を行い、報告既済／未済の局及び報告

年月日を把握すること。 ※後述の「5報告の検索」ー「③本省の場合」を参照。

3 報告の更新

・最低賃金減額特例許可情報管理機能で、当該報告の情報を登録した後、報告前に登録情報を更新し

た場合は、当該報告においても更新（謀計］ボタンを押下）を行い、登録｜静Eと当該報告の内容

を一致させること。

－局において、［諸費集計］ボタンを押下した後、手入力により数値を修正した場合、再度［実績集言刊

ボタンを押下すると、修正前¢数｛直に戻ってしまうので注意すること。



4 報告の実施

・［報告］ボタンを押下すると、通達・事務連絡情報管理システムにより、報告を行った旨の事務連

絡が、暑からは局の賃金室信果）、局からは本省の労働条件政策課賃金時間室に自動送信され

る。

5 報告の検索

・本省での全国計確定後の局計、署計の検索結果は、［全国計確定］に「OJが表示される0

・本省での全国計確定後に、局では全国計、署では自局計、全国計の参照が可能となる。

・［定期報告ー検索／一覧］画面における［局署］コンボ‘ボックスの選択方法によって、参照できる

帳票の内容が異なる。

《荒喜の場合

自署を選択→自署計が参照可※他署計は参照不可

自局のみを選択→自局の局計が参照可※他局の局計は参照不可

局暑とも空株→全国計が参照可

②局の場合

自局の配下暑を選択→当該署計が参照可 ※他局配下署の署計は参照不可

自局のみを選択→自局計、配下署の署計が参照可※他局計、他局配下署の署計は参照不可

局署とも空欄→全国計が参照可

G涼省の場合

参照する局署を選択→参照不可

参照する局のみを選択→当該局計が参照可

局箸とも空欄→全国計、 47局の局言十が参照可

6 報告の取消

・報告済みの局計については、配下署からの訂正依頼等があった場合、本省で報告取消がなされない

限り、局から配下暑に対する報告取消ができず、局計の訂正ができないため、局の担当者から本省

の担当課室に富吉等て辛時取消の依頼を行うこと。

・本省における全国計の集計・作劇麦、局から報告取消の依頼を受けて報告取消を行った場合、登録

済みの全国計は削除されるので、当該局からの再報告後、本省において再度全国計を集計すること。

・［報告取消］ボタンを押下すると、通達・事務連絡情報管理システムにより、報告取消を行った旨

の事務連絡が、本省からは局の賃金室信果）、局からは当該署に自動組言される。

7 全国計の確定（本省のみ）

－メニューバーの［データ］から［全国計確定］をi劉宍して全国計を確定すると、以後のま正はでき

ないので注意すること。



8 「最低賃金減額特例許可静R管問機能

賃403 最低賃金減額特例許可人員等調については、画面に表示される帳票に結果入力するこ

とにより幸惜が可能となるが、報告の作成支援機能として、労働基樹子政システムに「最低賃金

減梗待例許可情報管劃機能を追加した。この機能を活用して最低賃金減額特例許可に関する情

報を登飲することにより、報告時に必要な内容が帳票に自動反映される。

また、業務における最低賃金減額特例に関する情報を管理し、復命書、許可書、不許可通知書、

およひ唱午可取消通知書をファイノレ出力することも可能である。

「最低賃金減額特例許可情報管理担機能の使用については、「労働基樹子政システム事務処理手引賃

金関車i編」及び「労働基樹子政情報システム糊搬哩手号｜」を参考にすること。


